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研究成果の概要（和文）：本研究では，日本の上場企業のデータを用いて，固定資産の減損処理が企業経営に直
接的または間接的に及ぼす影響について分析を行った．具体的には，（１）連続した固定資産の減損処理が利益
平準化行動（経営者による利益マネジメントの一類型）と関連しているかについて実証分析を行い，必ずしも連
続した減損処理が経営者による利益平準化とは関係していないこと，（２）事例分析や実証分析を通じて，固定
資産の減損処理が，経営者の強制的な交代や投資行動の抑制など，直接的または間接的に企業経営に影響を及ぼ
すことを示す証拠を得た．

研究成果の概要（英文）：In this study, I analyzed the direct and indirect effects of fixed asset 
write-downs on corporate management by using data of Japanese listed firms. First,I examined whether
 consecutive fixed asset write-downs are related to income smoothing-a type of earnings 
management-but did not find evidence that firms writing downs fixed assets over consecutive years 
smoothed their earnings. Second, by examining archival and case studies, I found evidence of direct 
and indirect effects of fixed asset write-downs on corporate management, such as forced top 
executive turnover and/or restraining investment.

研究分野： 財務会計

キーワード： 固定資産の減損会計　財務会計の契約支援機能　経営者交代　連続した減損損失の計上　利益マネジメ
ント
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年，国外において会計基準の新設・改廃

や国際会計基準の導入が企業経営に及ぼし
た影響を明らかにする研究が積極的に行わ
れている．日本においても，「会計ビッグバ
ン」ともよばれる，90年代後半からはじまっ
た一連の会計制度改革や会計基準の国際的
コンバージェンスによって，会計基準の新
設・改廃が行われ，会計制度環境が著しく変
化してきた．このような制度的な環境変化を
受けて，日本においても会計制度の変化が企
業経営にどのような影響を及ぼしたのかと
いう問題意識のもと，その影響を実際のデー
タにもとづいて把握して要する試みがなさ
れてきた（たとえば，須田編，2004，2008）． 
しかしながら，理論的にも政策的にも議論

の多かった「固定資産の減損損失に係る会計
基準」（以下，「減損会計基準」）については，
他の基準に比べて適用が開始された時期が
遅かったこともあり，その実証的な分析その
ものが必ずしも十分に行われてこなかった．
そのため，当該基準の企業経営への影響につ
いては，いくつかの理論的な検討が行われて
きたものの（浅野・大坪，2014），実証分析
については見過ごされている状況にある． 
 本研究課題の研究代表者である山下は過
去の研究（山下，2014）において，先行研究
の知見をふまえて，「減損会計基準」が企業
経営に対する規律づけを与えうること（たと
えば，経営者による過剰な投資行動の抑制な
ど）を論じてきた．しかしながら，これまで
「減損会計基準」を対象に行われてきた実証
研究の多くは，①固定資産の減損処理が経営
者の利益マネジトの誘因（インセンティブ）
と関連しているか，あるいは，②固定資産の
減損損失が株式投資の意思決定に有用な情
報であるかに関するものであった．以上の論
点はいずれも重要なものであるが，ある特定
の会計基準が経済社会にどのような影響を
与えたか（与えているか）を検討するために
は，上述の①・②の観点だけでは十分ではな
く，企業経営への影響についても積極的に考
慮した分析が必要だと考えられる．以上が本
研究課題の研究の背景である． 
 
［引用文献］： 
① 浅野敬志・大坪史尚「取得のれんの償却

に関する一考察－保守主義の観点から
－」『會計』第 186 巻第 4 号，2014 年，
462-476頁． 

② 須田一幸編『会計制度改革の実証分析』
同文館出版，2004年． 

③ 須田一幸編『会計制度の設計』白桃書房，
2008年． 

④ 山下知晃「日本における固定資産の減損
会計と契約支援機能－条件付保守主義
の観点に基づく一考察－」『経済論叢』
第 188巻第 2号，2014 年，63-67 頁． 

 
 

２．研究の目的 
 「１．研究開始当初の背景」で述べた研究
課題の背景や研究代表者自身のこれまでの
研究成果をもとに，本研究では「減損会計基
準」が企業経営に及ぼした（あるいは，及ぼ
している）影響を明らかにし，固定資産の減
損会計の経済的な意義について実証的な分
析を行うことを目的とする．具体的には，
（１）固定資産の減損処理が企業経営に及ぼ
した直接的な影響，および，（２）固定資産
の減損処理が及ぼす間接的な影響について
分析する．特に，（２）に関しては経営者の
インセンティブに与える影響（経営者交代や
経営者報酬への影響など）について分析を行
う． 
 
３．研究の方法 
 本研究では「２．研究の目的」で述べたよ
うに，固定資産の減損処理が企業経営に及ぼ
す（１）直接的な影響，および，（２）間接
的な影響を分析することを目的としている．
そこで具体的には以下の方法によって（１）
および（２）のテーマについて研究を行う． 
 
（１）「固定資産の減損処理が企業経営に及
ぼす直接的な影響について」 
 
 このテーマに関する研究をすすめるにあ
たり，①まず，関連する先行研究の調査・レ
ビューを行う．②それをふまえて，固定資産
の減損処理が経営者の投資行動や経営戦略
の変更にどのような影響を及ぼすかについ
て，日本の上場企業のデータを用いたアーカ
イバル研究や事例分析を行う．分析の必要に
応じて事業の再構築など企業の経営戦略変
更に関するデータベースについて作成を行
う． 
 
（２）「固定資産の減損処理が企業経営に及
ぼす間接的な影響について」 
 
 固定資産の減損処理が企業経営に及ぼす
間接的な影響については，特に，固定資産の
減損処理が企業経営者のインセンティブに
与える影響について分析する．そのため企業
内部のコントロールメカニズムである経営
者交代のメカニズムや経営者報酬契約に注
目する．このテーマについて研究をすすめる
にあたり，①まず，（１）同様，関連する先
行研究について調査・レビューを行う．②加
えて，分析のために必要なデータベース（た
とえば，経営者交代に関するもの）の構築を
行う．③以上をふまえて，実証分析を行う． 
 
４．研究成果 
 本研究のための 2年にわたる研究期間（平
成 27 年度～平成 28年度まで）の中で，雑誌
論文 3 件の公表および博士学位の学位論文
（本研究課題の研究成果を含む）の提出を行
った．本研究の主な成果は次の通りである．



なお，学位論文については「5.主な発表論文
等」の注意書きも参照されたい． 
 
（１）先行研究のレビューを通じて，条件付
保守主義の代表的会計処理のひとつである
固定資産の減損処理には，経営者の過剰投資
行動を規律付ける機能が期待される一方で，
経営者が将来の減損損失の計上を恐れて，本
来実行すべき投資まで差し控えさせてしま
う可能性がある点（過少投資問題の発生）に
ついて整理を行った．特に，後者の問題点に
ついては「減損会計基準」が企業経営に対し
てネガティブな影響をもたらしている可能
性があることを示すものとなっている．（以
上の結果は「５.主な発表論文等」〔その他〕
記載の学位論文の一部として収録した．） 
 さらに，固定資産の減損損失の計上とその
適時性に関する日米のデータを用いた実証
分析についても整理を行い，レビュー論文と
して公表した（「５.主な発表論文等」〔雑誌
論文〕①）．その中で，先行研究によって，
経営者が減損損失の認識を恣意的なタイミ
ングで行っている（すなわち，適時に行って
いない）可能性があることが示されているこ
とを指摘した．また，近年問題となっている
のれんの減損処理については，その適時性に
関する実証結果が研究によって異なってい
るものの，経営者によってのれんの減損損失
の認識が恣意的に遅延させられている可能
性があるという証拠が報告されてきた点も
指摘した．以上から，のれんの減損損失の計
上に関しては，その認識のタイミングととも
に，その計上がどのような帰結をもたらすか
（企業経営にどのような影響を及ぼすか）に
ついても明らかにしていく必要がある． 
 
（２）固定資産の減損処理が企業経営に直接
的・間接的な影響をどのように与えうるのか
について巨額の減損損失を計上した企業（株
式会社トクヤマ，以下，トクヤマ）に注目し
た事例研究を行った（「５.主な発表論文等」
〔雑誌論文〕②）．この事例研究を通じて，
固定資産の減損処理を契機とした経営者の
懲罰的な交代や報酬の減額が行われうるこ
と，巨額の減損損失の計上が財務制限条項へ
の抵触または抵触可能性の増大につながり，
債権者のモニタリングの強化につながるこ
と（また，その結果として企業経営に影響が
あること），そして，巨額の減損損失の計上
後において経営者の過剰投資行動が抑制さ
れる可能性があることがわかった．ただし，
本研究でえられた結果はあくまでもトクヤ
マ１社の事例を分析したものである点には
注意が必要である． 
 
（３）固定資産の減損損失の計上が経営者の
インセンティブに与える影響について分析
することで，固定資産の減損処理が企業経営
に与える間接的な影響の経路についても分
析を行った．本研究では，特に経営者の交代

に注目し，規模の大きな減損損失の計上が経
営者の強制的交代（懲罰的意味合いをもつ交
代）とどのように関連しているかについて実
証的な分析を行った（「５.主な発表論文等」
〔その他〕学位論文第 2章所収）． 
具体的には，2007 年 3 月期から 2015 年 3

月期までの期間を対象に比較的規模の大き
な固定資産の減損損失（対前期末総資産 5%
以上）を計上した企業と比較のために選ばれ
たマッチング・サンプルを合わせたサンプル
（638 件）を用いて，減損損失の計上が経営
者の強制的交代（死亡などを理由とせず，交
代後，取締役の一員として留任していないケ
ース）と関連しているかを分析した．その結
果，規模の大きな減損損失の計上に伴って，
経営者の強制的交代が行われている可能性
があることを示唆する証拠がえられた． 
ただし，経営者の在任期間が長期に及び，

エントレンチメント問題が発生している可
能性がある状況では，そのような関連性が弱
まっていることを示す証拠もえられた．以上
の結果は，固定資産の減損処理が経営者の強
制的交代が行われる契機となっていること
を示しているが，そのような関係を弱める企
業統治上の問題が存在していることを示唆
するものとなっている． 
 
（４）企業経営に対して規律づけを与えると
いう減損会計の機能を損なう一因として，固
定資産の減損処理が経営者によって利益マ
ネジメントの手段として恣意的に用いられ
ている可能性を考えることができる．そこで
本研究ではそのような可能性をふまえて，固
定資産の減損処理と利益平準化行動（利益マ
ネジメントの一種）との関連性についても分
析を行った（「５.主な発表論文等」〔雑誌論
文〕③）． 
日本の上場企業については研究代表者自

身または先行研究によって，頻繁に，なかに
は複数期連続して，減損損失を計上している
企業が多数存在していることが，研究代表者
自身の分析や先行研究の結果から明らかと
なっていたため，本研究では特に，連続した
減損損失の計上が経営者による利益平準化
行動と関係しているかどうかについて，2004
年 3 月期から 2014 年 3 月期までの上場企業
のデータを用いた検証を行った．分析の結果
は，連続的な減損損失の計上は経営者の利益
マネジメントと関連しているというよりも，
企業の実態を反映している可能性があるこ
とを示唆するものであった． 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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① 山下知晃「減損損失の認識とその適時

性」『企業会計』第 69 巻第 4 号，2017
年，58-64頁，査読無． 



② 山下知晃「固定資産の減損会計が財務会
計の契約支援機能において果たす役割
－株式会社トクヤマの事例分析－」(『経
済経営研究』第 35 号，2016 年，31-49
頁，査読有． 

③ 山下知晃「連続した減損損失計上に関す
る実証分析-連続した固定資産の減損損
失の計上と利益平準化との関係-」『経済
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※：なお，本研究課題に関する研究成果の概
要をホームページに掲載しており，その URL
は次の通りである． 
 
 https://sites.google.com/site/tomoa

kiyamashitahp/home/yan-jiu-gai-yao 
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